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令和６年度委託訓練の業務内容について 

 

１ 委託訓練に係る基本事項 

この委託訓練は、職業能力開発促進法に基づく公共職業訓練を、福島県が民間の教育

訓練機関等に委託して実施するものです。 

受託者は、福島県に代わり、求職者の再就職のため職業訓練を実施していただくこと

となります。 

なお、受講対象者は、公共職業安定所に求職申込を行っている者であって、公共職業

安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者です。どのコースにおいても介

助なしで通所及び受講ができる障がい者が受講する場合もあります。受け入れられる障

がい程度については、テクノアカデミー、委託先候補者、公共職業安定所で協議するこ

ととします。 

 

２ 委託訓練の目的 

この委託訓練は、公共職業安定所に求職申込を行い、公共職業安定所長の受講指示、

受講推薦又は支援指示を受けた離職者等を対象として、就職に必要な知識と技能を習得

するために実施します。 

訓練生全員が就職を支援する期間内に就職できることを目標とします。  

 

３ 委託業務 

 （１）訓練 

① 学科訓練と実技訓練の指導 

② 訓練生の訓練実施状況の把握と習得度が向上するための個別指導 

③ その他、訓練の実施に伴う適切な指導 

 （２）就職支援 

① 履歴書、職務経歴書等の作成の指導 

② 面接指導 

③ キャリアプラン考察、キャリアカウンセリング、ジョブ・カードの作成支援 

④ 求人情報の提供 

⑤ 求人開拓・職業紹介（職業紹介の届出または許可を受けている場合に限る） 

⑥ 訓練修了後の就職活動支援 

⑦ その他、業界セミナー、イベント等の案内など、就職を支援するための取組み 

 （３）訓練事務 

① 訓練生の欠席・遅刻・早退・外出の管理と書類提出指導 

② 出席簿・指導日誌の作成と記録（出席簿と指導日誌は、①の書類と整合が取れ

ていること） 

③ 訓練生実施状況報告書の作成と提出（訓練実施日からひと月毎に報告）  

④ 訓練実施に伴う変更等があった場合の届出および訓練生への連絡（特に、企業

実習を伴う訓練がある場合は、実習計画書を実施前までに必ず提出する） 

⑤ 就職（内定）者の各種証明書等の添付確認及び提出指導 

⑥ 訓練生の中途退校に係る事務処理と提出指導  

⑦ 委託訓練実績報告書の提出 
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⑧ その他、本校が必要とする書類の提出 

 （４）雇用保険等事務 

訓練生の雇用保険等申請書類と各種証明書等の添付確認及び提出指導を行う  

（前月の受講証明書は、本校が指定した日（月初めに指定した日）までに指定した

方法で提出する） 

① 通所届や住所、氏名、金融機関等の変更に係る事務処理と提出指導 

② 受講証明書に係る事務処理と提出指導 

③ その他、訓練生の公共職業安定所への提出書類の事務処理と提出指導  

④ 訓練手当、職業訓練受講給付金の申請に係る事務処理と提出指導  

 （５）その他各種手続き 

① その他、委託訓練実施に伴う各種手続きが発生した場合は、本校に連絡または

報告等を行う。 

 （６）危機管理等 

① 委託訓練の実施にあたっては、訓練中または通校途上の事故の防止等、訓練生

の安全衛生について十分配慮すること。 

② トラブルや災害、事故が発生したときは、迅速に対応するとともに、速やかに

本校に連絡すること。 

③ その他、天災等によりやむを得ない理由により休校する場合は、本校と協議を

行う。 

 （７）その他、委託訓練の実施に伴う業務 

① 訓練生募集にかかる広報への協力 

② 訓練受講申込者選考への協力 

③ その他、委託訓練の実施に伴い、本校が認める事項及び本校が実施する事項へ

の協力を行う。 

 

４ 訓練スケジュール、訓練時間の設定 

（１）訓練スケジュールは、平日の週５日、１日あたり６～７時間を標準とする。なお

職場実習を伴う訓練の実習期間は、実態に合わせて８時間としても差し支えない。

土曜日と日曜日、祝日、本校指定日（８月１３日～１５日を中心とした期間、１２

月２９日～1 月３日を中心とした期間、定期的な休校日(月 1 日まで)は休校日とする

（これ以外の休校日を設定する場合は、本校と協議すること）。 

   また、訓練時間は、原則として５０分（ただし、休憩時間を除く。）を１時限と

して算定して差し支えないものとする。ただし、介護職員初任者研修事業の科目

については、「福島県介護職員初任者研修事業実施要綱」に定める時間として差し

支えない。訓練に必要な訓練期間、総訓練時間および１か月（算定基礎月）当た

りの訓練日数、訓練時間数は、原則として次表のとおりとする。 
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コース 訓練科目 訓練期間 総訓練時間 

１か月当た

りの訓練日

数、訓練時

間 

知識等習得コース 経理事務科 ４ヶ月 ４３２時間以上 
平均１０８

時間以上 

※ 知識等習得コースでは、上記総訓練時間内に就職支援に係る内容（２４時間以上）を

含めること。 

※ 上記総訓練時間内にオリエンテーションの時間数（２時間×２、計４時間）を含め、 

訓練開始日と訓練終了日に実施すること。 

※ 入校式、修了式の時間及び資格試験の時間は、上記の訓練時間に含まない。 

※ １か月の訓練時間は１００時間を下回らないこと。（祝日、ゴールデンウィーク、お盆、

及び年末年始の休校日が該当することにより１００時間未満になる場合は除く。ただし、

この場合も 1 か月当たり平均１０８時間以上とすること。） 

 

（２）２月目以降は、訓練開始日に応当する日から５日以内（土日祝日除く）に半日休（ま

たは休校日）を設定すること。 

 

５ カリキュラム 

（１）職業能力開発促進法施行規則第９条に規定する短期課程の普通職業訓練（通信の

方法によって行う訓練を除く）として求職者に必要な知識・技能等の職業能力

を付与するものであること。 

（２）教育訓練の目標、仕上がり像及びカリキュラム内容が就業に資するための技能・

技術の習得であること。 

（３）カリキュラムの内容は、訓練目標（仕上がり像）と整合性を有するものであるこ

と。なお、職業能力開発促進法施行規則第１１条の規定に基づく適切なもので

あって、次のいずれにも該当しないものであること。 

① 直接、職業能力の開発・向上に関連しないものや、一定の関連性があっても、

一般的に趣味・教養・生活等との関連性が強いもの、職業能力のごく一部を開発・

向上するに過ぎないもの、通常の就職に当たって特別の訓練を要しないもの。 

② 概ね高等学校普通科の教育までで習得できる基礎的、入門的水準のもの。 

③ 通常の雇用・就業形態を勘案した場合、その職業能力を習得したとしても安定

した雇用･企業等に結びつくことが期待し難いもの。  

④ 業務独占又は業務独占的資格の有する職業に係るものであって、当該資格取得

に資するために１年以上の訓練設定が必要なもの。 

⑤ 資格取得を目的としたもののうち、当該資格の社会的認知度が総じて低いもの、 

 合格者が相当程度少なく、かつ、総量規制がなされているもの、専ら公務員とし 

ての就職の要件となっているもの。 

⑥ 医療行為及び医療類似行為に係る能力習得を目的とし、訓練実施上、身体への

接触が不可避なもの。 

⑦ その他、就業に必要な職業能力習得に資する訓練設定とするためには、委託訓
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練期間、委託費等の要件に明らかにあてはまらないものとなるもの。 

（４）カリキュラムの内容に介護職員初任者研修の内容が含まれる介護職員養成科の場

合は、福島県介護職員初任者研修事業実施要綱の内容を満たすものであり、福島

県知事の承認を受けたもの、または、承認を受ける見込みであること。  

（５）訓練カリキュラムの科目で企業実習を行う場合は、別紙「企業実習（再委託先）

事業所の選定について」に基づき設定すること。 

 

６ 訓練の実施施設・設備 

（１）教室の面積は、訓練生１人あたり２．０㎡以上であること。 

（２）訓練生が快適に訓練を受講できる照明、空調・換気、トイレ等施設・設備が整備

されていること。 

（３）教室には、訓練に必要な訓練生用の机、イス及びホワイトボード等が必要数設置

されていること。 

（４）カリキュラムにパソコンを使用する内容が含まれる場合は、次の条件を満たして

いること。 

① パソコンについては、１人１台の割合で設置されていること。 

② ソフトウェアについて使用許諾契約に基づき、適正に使用できるものであるこ

と。 

③ ＯＳはメーカーサポートの対象となるバージョンであること。 

④ 使用ソフトのバージョンは、メーカーサポートの対象となるバージョンである

こと。 

⑤ パソコンを使用する教室はＯＡ対応フロア又はパソコンの配線が固定され安

全措置が執られていること。 

⑥ プリンターは、訓練生１５人に１台（レーザープリンターの場合は２０人に１

台）以上の割合で設置すること。 

⑦ 講師のパソコン画面を訓練生が常時確認できるようビデオプロジェクター等

が設置されていること。 

⑧ ＬＡＮシステムが構築されていること。（ただし、医療事務・介護系訓練科を除

く。） 

⑨ 全てのパソコンがインターネットに接続できること。（ただし、医療事務・介

護系訓練科を除く。） 

 

７ 事務局体制 

（１）委託訓練の実施体制として運営責任者が常時、配置されていること。 

（２）委託訓練の実施体制として訓練生の個人情報管理など適切に取り扱う情報管理者

が訓練実施施設ごとに常時、配置されていること。 

（３）訓練生の質問、苦情等に適切に対応できる苦情処理担当者が訓練実施施設ごとに

配置されていること。 

（４）委託訓練に係る事務担当者が訓練実施施設ごとに常時、配置されていること。 

（５）委託訓練実施中及び訓練終了後の就職支援体制として適切に対応できる就職支援

責任者が配置されていること。 
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８ 指導体制 

（１）講師は、職業訓練指導員免許を有する者又は学歴、実務経験等の要件に適合する

など、職業訓練の適切な指導が可能であると認められる者であること。学歴、実務

経験等の要件に適合するとは、職業能力開発促進法第３０条の２第２項の規定に該

当する者等であり、職業訓練の適切な指導が可能であると認められる者（担当する

科目の訓練内容に関する実務経験を５年以上有する者、学歴又は資格によって担当

する科目の訓練内容に関する指導能力を明らかに有すると判断される者等職業訓練

の適切な指導が可能な者を含む。）であること。 

（２）講師の人数は、実技の指導にあっては、訓練生１５人までは１人、１５人を超え

るときは２人以上（補助を含む。）が配置されていること。また、学科の指導にあっ

ては、訓練生３０人までは１人、３０人を超えるときは２人以上が配置されている

こと。 

なお、必要に応じて補完講師を充実させるなど、訓練生の理解力の向上に努める

こと。 

（３）就職支援業務を適切に運営できる組織体制を備えており、ジョブ・カードを活用

したキャリアコンサルティング及び職業能力評価ができるジョブ・カード作成支援

体制が整備されていること。具体的には次の要件を満たしていること。 

① 就職支援責任者を設置すること。就職支援責任者は、キャリアコンサルタント

（職業能力開発促進法第３０条の３に規定するキャリアコンサルタント）、キャ

リアコンサルティング技能士（１級又は２級）、または職業能力開発促進法第２８

条第１項に規定する職業訓練指導員免許を有する者であることが望ましい。 

② 就職支援責任者は、訓練を実施する日数のうち５０％以上の日数は、当該訓練

実施施設においての業務が行えること。 

ただし、企業実習期間中については、訓練実施施設に限らず、適切な就職支援

が可能な場所において業務を行うことができるものとする。 

なお、実施にあたっての注意点は以下のとおりとする。 

ア キャリアコンサルティングは訓練期間中に３回以上実施することが望ましい

が、実施に当たっては、訓練生の意向等を踏まえつつ、効果的な就職支援とな

るよう適切な時期を選ぶこと。 

イ 職業能力証明（訓練成果・実務成果）シートの作成手順については、独立行

政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が作成した「求職者支援制度における

職業能力証明（訓練成果・実務成果）・自己評価シート作成マニュアル」を準用

すること。 

 

９ 個人情報の保護 

（１）訓練生の状況、就職状況調査の内容は、訓練生の個人情報であるため、「個人情

報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）に基づく、個人情報の適切な

管理を行うこと。 

（２）委託業務の実施にあたり、知り得た訓練生に関する個人情報については、第三者

に漏らしてはならない。 

（３）個人情報の管理については、資料№７－１～６契約書（案）の別記「個人情報

取扱特記事項」による。 
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１０ 自己負担額 

（１）訓練生の自己負担額は、教科書や教材等に要する経費とし、できるだけ少額とな

るよう配慮すること。 

  教科書・教材代は、訓練期間が 3 か月のものにあっては２０，０００円（内

税）程度を標準とし、３か月を超える場合は１か月あたり５，０００円（内税）

程度を加算しても良いこととする。 

   なお、大型の場合、法定の教習時間を超える教習が必要となった場合は、超過時

間に要する費用は訓練生負担とする。また、修了(卒業)検定の再受験料、仮免許の

再検定料については訓練生負担とする。 

また、適性検査料は選考を受ける者の負担とし、訓練生募集時に明記すること。  

訓練生が中途退校したことにより委託費の対象者とならなかった場合において 

も、教習費用を訓練生に請求しないこと。 

 

１１ 就職状況報告等 

（１）訓練終了時及び訓練終了１か月後、終了３か月後における、訓練生それぞれの就

職状況を速やかに報告すること。 

（２）（１）のほか、資格取得状況等、訓練コース毎に必要となる報告については、本

校が定める期日までに提出すること。 

 

１２ その他 

（１）訓練コースの受講申込締切時点で、応募者数が開講可能最少人数を下回った場合

は、本校と委託先候補者と協議を行うことがあり、その協議の状況により、訓練

の実施を中止する場合がある。また、選考を行った結果、開講可能最少人数を下

回った場合は訓練を実施していただくこともある。  

（２）契約決定後のカリキュラム、訓練日程、訓練時間、住所の変更を伴う訓練場所等

の変更は認められない。やむを得ず変更が生じた場合は、速やかに本校と協議す

ること。 

（３）「令和６年度委託訓練の業務内容について」に定めのない軽微なものについては、

本校の指示によるものとする。 

 （４）障がい者委託訓練事業として契約できるコースは、資料 No.１  １のとおり、訓練 

期間が年度をまたぐ訓練を除く（１）離職者等再就職訓練事業における職業訓練（知  

識等習得コース）及び（２）離職者等再就職訓練事業における職業訓練（知識等習 

得コース（託児サービス付加コース））である。 
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令和６年度委託訓練の業務内容について（コース別） 

 

離職者等再就職訓練：知識等習得コース 

 

１ 目的 

離職者等に対して職業訓練を実施し、多様な職業能力の習得機会を提供することによ

り、早期再就職の促進を図ることを目的とする。 

 

２ 受講対象者 

受講対象者は、公共職業安定所に求職申込を行っている者であって、公共職業安定所

長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者であること。 

 

３ 委託業務に要する経費 

委託業務に要する経費については、委託訓練の実施に必要な訓練実施経費（委託費）

および就職支援経費（報償費）を次のとおり支払うものとする。 

 （１）委託費の上限（個々の積み上げによる実費とする。） 

訓練生１人１月当たり ５０，０００円（外税） 

 

（２）訓練実施経費 

 ※単年度事業の訓練実施経費は、次のとおり支払うものとする。  

 

訓練実施経費  ＝  訓練生１人１月当たりの単価  × 訓練生数  × 訓練実施月数  

 

① 委託費支払い基準 

     委託費の額は訓練生１人につき訓練開始後１か月（訓練開始日又はそれに応当

する日を起算日とし、翌月の応当する日の前日までの区切られた期間を「１か月」

として取り扱う。以下「算定基礎月」という。）毎に算定することとし、当該算定

基礎月において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％に相当する時間の訓練

を受講した者を対象に委託費を算定し（中途退校した場合、退校日以降を除く。）、

支払いを行う（当該要件を満たす月について以下「支払対象月」という。）  

 また、算定基礎月において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％に相当す

る訓練を受講していない場合であっても、訓練開始日から訓練終了日までの全訓

練期間（訓練生が中途退校した場合は退校までの期間）における訓練時間の８０％

に相当する時間の訓練を受講した者に対しては、全訓練期間について支払対象月

とする。 

② 支払額 

支払対象月に１人当たりの月額単価を乗じた委託費を支払うものとする。 

なお、訓練の開始日又はそれに応当する日を起算日とし、訓練生が中途退校し

た場合、又は委託契約を解除した場合等、あらかじめ定められた訓練終了日より

訓練が早期に終了した場合は、委託費の額は１か月毎に算定し、当該支払対象月

について、訓練が行われた日（以下「訓練日数」という。）が１６日以上又は訓練

が行われた時間（以下「訓練時間」という。）が９６時間以上であるときは月額単
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価とし、訓練日数が１６日以上又は訓練時間が９６時間以上のいずれにも該当し

ない場合は、訓練をすべき日数（日曜日、国民の祝日その他委託先機関が休日と

した日（ただし、夏季冬季等の休日等を除く。）及び翌月の応当日の前日より前に

訓練が終了する場合にあっては終了日以降の日を除く。）を分母に、訓練日数を分

子にして得た率に、月額単価を乗じて得た額を当該月の支払額とする（１円未満

の端数は切り捨てる）。 

  

 ※年度またぎコースの訓練実施経費については、次のとおり支払うものとする。 

① 委託費支払い基準 

委託費の額は訓練生１人につき訓練開始後１か月（訓練開始日又はそれに 応

当する日を起算日とし、翌月の応当する日の前日までの区切られた期間を「１か

月」として取り扱う。以下「算定基礎月」という。）毎に算定することとし、当

該算定基礎月において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％に相当する時間

の訓練を受講した者を対象に委託費を算定し（中途退校した場合、退校日以降を

除く。）、支払いを行う（当該要件を満たす月について以下「支払対象月」とい

う。）。また、算定基礎月において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％に

相当する訓練を受講していない場合であっても、訓練開始日から訓練開始年度終

了時まで、次年度開始日から訓練終了日まで訓練開始年度におさまる算定基礎期

間、次年度に支払いを行う算定基礎期間を単位とし、それぞれの期間（訓練生が

中途退校した場合は退校までの期間）における訓練時間の８０％に相当する時間

の訓練を受講した者に対して、当該全期間について支払対象月とし、訓練開始日

から訓練終了日までの全訓練期間による算定は行わないこととする。 

② 支払額 

委託費の支払いは、事業年度ごとに分けて支払うものとし、訓練開始年度は、

当該年度末までの委託費を支払う。 

委託費の算出は算定基礎月を基本とし、算定基礎月が年度内に終了している部

分についてのみ訓練開始年度に支払う。算定基礎月が年度をまたぐ場合は、訓練

終了年度において支払う。 

                                     

（３）就職支援経費 

 就職支援経費は、就職支援経費就職率に応じて次のとおり支払うものとする。 

 ※ 就職者は原則として「常用」「臨時」「パート・アルバイト」「派遣」の就業形

態で就職した者とし、「日雇い」は含まないこととする。 

 

就職支援経費 ＝ 訓練生数 × 対象月数 × 下記基準に定める報償費  

※ 対象月数は、修了月を含む直近の 6 月 

※ 訓練生のうち中途退校者分については、訓練が行われた日について日割計算により得た額

とする。 

 

就職支援経費就職率  

＝ 対象就職者数 ÷ （訓練修了者 ＋ 対象就職者のうち中途退校就職者数）× １００  

 ※ 就職支援経費就職率は、上記の計算により得られた値とする。  
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就職率 
訓練生１人１月あたりの就職支援報償費の額 

（外税） 

８０％以上 ２０，０００円 

６０％以上８０％未満 １０，０００円 

６０％未満 支給なし 

 

（注） 就職支援実施委託費の対象となる就職者は、訓練終了後３か月以内に就職（中退就職を

含む。）又は内定した者のうち、一週間の所定労働時間が 20 時間以上であり、且つ「雇用

期間の定めなし」又は「４か月以上（雇い入れの日から換算して１２０日以上）」の雇用期

間により雇い入れられた者及び自営を開始した者のことを言い、内定者、常用労働のほ

か、パートタイム労働、派遣労働（一般労働者派遣事業（登録型派遣事業）の場合は、派

遣先に就業（就業予定は除く）した者に限る。）、それ以外の労働および自営業（設立又は

開業し、かつ法人設立届出書又は個人事業開廃届出書の写しを提出した者に限る。）を含む

ものとする。  

また、受託者（委託先）関連機関への就職の場合は、雇用保険の加入者又は加入予定者に

限ることとし、雇用保険被保険者資格取得確認通知書の写しを提出するものとする。  

 

 

（４）デジタル訓練促進費 

 知識等習得コースのうち、デジタル分野の資格取得をめざす訓練において、次の

ア～ウの要件をすべて満たす場合に、エによりデジタル訓練促進費を支払う。 

ア 訓練で取得をめざす資格 

デジタル訓練促進費の対象となる資格は、（ア）（イ）のいずれかとする。 

 （ア）IT 関係の資格 

    IT スキル標準（ITSS）で定めるレベル１以上の資格 

（NPO 法人スキル標準ユーザー協会が作成する「ITSS マップ」に掲載 

されているものとする。） 

 （イ）WEB デザイン関係の資格 

    別紙１WEB デザイン関係の資格に該当するもの 

イ 資格取得率 

 取得を目指す資格に応じて、以下のとおりとする。 

 （ア）IT 関係の資格        資格取得率２５％以上 

 （イ）WEB デザイン関係の資格   資格取得率５０％以上 

 

※資格取得率の算定方法  

  「資格取得率」  

＝新規資格取得者  ÷ （訓練修了者＋就職のために中退した新規資格取得者）×100 

 

※新規資格取得者とは、訓練修了者又は就職のために中退した者であって、訓練コース  

の目標に設定された資格について、訓練開始日以降で、かつ、訓練修了日の翌日から  

起算して３ヵ月以内（就職のために中退した者については中退日まで）に取得した者  
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とする。ただし、訓練受講者が複数の資格を取得しても、新規資格取得者としては１人  

として数えるものとする。また、就職のために中退した新規資格取得者は、対象就職者

であることを要しないが、雇用期間が１ヵ月未満の雇用契約による就職者は除く。  

 

ウ デジタル訓練促進費就職率 

 上記（３）に定める就職支援経費就職率の算定方法と同様の方法により算出す 

る「デジタル訓練促進費就職率」が７０％以上。 

 

    エ デジタル訓練促進費の支払額 

     （ア）デジタル訓練促進費の単価は、訓練生１人１月あたり１０，０００円（外  

              税）とする。 

（イ）デジタル訓練促進費は、以下によって計算される額を支払う。 

  「デジタル訓練促進費」  

＝訓練生数 × デジタル訓練促進費 × 対象月数  

 

※「対象月数」は、訓練の全期間とする。ただし、「対象月」のうち、「支払対象月」に  

該当しない月がある者については、当該月を対象月数から除くこととする。  

 

 

 

離職者等再就職訓練：知識等習得コース（託児サービス付加コース） 

 

１ 目的 

  職業訓練を受講することによって、就学前の児童を保育することができない者が、託 

児サービスを利用することで職業訓練の受講の機会を得、早期再就職を促進することを

目的とする。 

  また、本コースは離職者等再就職訓練事業（知識等習得コース）に託児サービスを付

加するコースであり、訓練生のうち利用対象者が受講する場合に実施する。 

 

２ 受講（利用）対象者 

  知識等習得コースの訓練生であって、次のいずれにも該当するものであること。  

（１） 就学前の児童の保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に看

護する者をいう。以下同じ）であって、職業訓練を受講することによって、当該児

童を保育することができない者、かつ、同居親族その他の者が当該児童を保育する

ことができない者。 

（２） 校長が、利用希望者から提出された託児サービス利用申込書等に基づき、当該訓練

受講に際し、託児サービスの利用が必要であると認めた者。 

 

３ 託児サービスの内容 

  利用対象者に対し、訓練期間中及び休憩時間中に、児童福祉法に定める保育所並びに

小規模保育事業、家庭的保育事業、一時預かり事業を行う施設及び就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成１８年法律第７７号)に定
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める保育所型認定ことも園においては、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

和２３年厚生労働省令第６３号）を満たす保育内容を、同法に定める幼保連携型認定

こども園においては、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関

する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第１号）を満たす保育内容

を、同法に定める幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園、認可外保育施設

においては、認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成１３年３月２９日

付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発第１７７号）を満たす保育内容を提

供すること。 

  託児サービス提供機関等が提供する保育施設は訓練施設から半径５ｋｍ以内にあるこ

と。半径５ｋｍを超える場合には、訓練施設までの送迎若しくは半径５ｋｍ以内の場所

に児童の受け渡し場所を設けること。 

  なお、授乳・補水補助については託児サービス提供内容に含むものとする。食事等の

補助については、託児サービス提供機関等と協議のうえ、託児サービスの提供内容に含

むものとするか否かを決定すること。 

  また、託児サービス提供内容については、訓練生募集等に際に必ず書面にて訓練生に

周知すること。 

 

４ 託児サービスの提供方法 

  託児サービスの提供方法は、次のいずれかによることとする。 

（１） 施設内託児サービス 

委託訓練を実施する機関（以下「訓練実施場所」という。）の施設内において、

訓練実施機関自らが又は委託により、託児サービスを提供する。 

（２） 施設外託児サービス 

訓練実施場所の施設外において、訓練実施機関自らが又は委託により、託児サ

ービスを提供する。 

この場合であっても、原則として訓練生自らが施設外託児サービス提供場所ま

で児童の送迎を行う必要があること。 

 なお、訓練実施場所の近隣において施設外託児サービスの提供ができない場合、

訓練実施場所には訓練生と施設外託児サービス提供機関との間で引き渡しを行

う場所を設け、施設外託児サービス提供機関は送迎中の安全に配慮のうえ、その

場所まで児童の送迎を行う等、必要に応じて対応すること。 

 

５ 託児サービス提供機関の設定 

  託児サービス提供機関は、以下の（１）から（３）までのいずれにも該当する機関で

あること。 

（１） 児童福祉法又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律に定める下記①～⑥のいずれかの施設であること。 

① 保育所（保育所型認定こども園を含む）（児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を満たしているものであって、原則として保育所で行われる一時預かり

保育に限る。ただし、これにより難い場合は、別途協議する。） 

② 小規模保育事業（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２

６年厚生労働省令第６１号）を満たしているものであって、原則として小規
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模保育事業で行われる一時預かり事業に限る。ただし、これにより難い場合

は、別途協議する。）  

③ 家庭的保育事業（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を満たし

ているものであって、原則として家庭的保育事業で行われる一時預かり事業

に限る。ただし、これにより難い場合は、別途協議する。）  

④ 幼保連携型認定こども園（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営に関する基準を満たしているものであって、原則として幼保連

携型認定こども園で行われる一時預かり事業に限る。ただし、これにより難

い場合は、別途協議する。）  

⑤ 認可外保育施設（幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園を含

む）（認可外保育施設指導監督基準を満たしているものに限る。） 

⑥ 一時預かり事業を行う施設（児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１

１号）に規定する基準をみたしているものに限る。） 

（２） 託児サービス提供機関自らが、託児中の事故に備え、傷害保険、賠償責任保険に

加入すること（保育を受ける児童及び保育者の双方を対象としたもの） 

（３） 児童福祉法等の関係法令及び通知を順守すること。 

 

６ 委託業務に要する経費 

   委託業務に要する経費については、委託訓練の実施に必要な訓練実施経費（委託費）、

託児サービス委託費（委託費）及び就職支援経費（報償費）を次のとおり支払うもの

とする。 

（１） 委託費の上限 

① 訓練実施経費（個々の積み上げによる実費とする。） 

訓練生１人１月当たり ５０，０００円（外税） 

ただし、介護分野は離職者等再就職訓練（知識等習得コース）に準ずる。  

② 託児サービス委託費 

託児サービスに係る委託費の単価は、託児サービス提供機関における一般利用者

の利用単価以下（委託先機関自らが訓練生のみに対して託児サービスを提供する

場合は個々の積み上げるによる実費）であることとし、算定基礎月毎に児童１人

１月当たり ６６，０００円（外税）を上限とする。 

また、一時的利用期間及び算定基礎月が１月に満たない期間の託児サービス

単価については、１日当たり３，３００円（外税）を上限とする。  

訓練生の託児サービスの利用料は無料とするが、託児サービス利用料には含ま

れていない食事・軽食（ミルク、おやつを含む）代、おむつ代等、実費分につい

ては保護者（訓練生）の負担とすることができる。  

（２） なお、保護者（訓練生）の負担となる実費分については、訓練生募集等の際に書

面にて訓練生に周知すること。訓練実施経費 

訓練実施経費は、次のとおり支払うものとする。  

訓練実施経費＝訓練生１人１月当たりの単価×訓練生数×訓練実施月数  

① 委託費支払い基準 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払基準に準ずる。 

② 支払額 
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離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払額に準ずる。 

（３） 託児サービスの委託費 

託児サービスの委託費は、次のとおり支払うものとする。 

託児サービス委託費＝児童１人１月当たりの単価×児童数×訓練実施月数または、 

託児サービス委託費＝児童１人１日当たりの単価×児童数×訓練日数  

① 委託費支払い基準 

訓練実施経費同様の支払基準は設けない。 

※ 託児児童毎に支払われるもので、「あらかじめ定められた訓練時間の８０％ 

に相当する時間の訓練を受講した者を対象に委託費を算出すること」は適用し

ない。 

② 支払額 

支払対象月に児童一人当たりの月額単価を乗じた委託費または訓練日数に児童

一人あたりの日額単価を乗じた委託費を支払うものとする。 

また、中途退校等による早期終了及び訓練生の事情により託児サービスの

利用を中止した場合の取り扱いについては、当該日が属する算定基礎月にお

ける訓練をすべき日数を分母に、訓練実施日数（訓練生の事情により託児サー

ビスの利用を中止した場合は中止した日までの訓練実施日数）を分子にして

得た率に託児サービス単価を乗じることにより算出して得た額を、支払うこ

とを原則とする（１円未満の端数は切り捨てる。）。ただし、離職者等再就職訓

練（知識等習得コース）の支払額に準ずる。 

（４） 就職支援経費 

① 就職支援経費の支払基準 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払い基準に準ずる。 

② 支払額 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払額に準ずる。 

 

障がい者委託訓練:知識・技能習得訓練コース            

 

１ 目的 

障がい者に対して職業訓練を実施し、多様な職業能力の習得機会を提供することによ

り、就業における自己理解及び早期再就職の促進を図ることを目的とする。 

なお、この事業は「離職者等再就職訓練（知識等習得コース）」において、一般離職者

との混合訓練として計画している。 

 

２ 受講対象者 

 受講対象者は、公共職業安定所に求職申込を行っている者であって、障がい者（障害

者の雇用の促進等に関する法律第２条第１号に規定する障がい者）を対象として、公共

職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者であること。一般離職者と

の混合訓練の受講に耐えられる者（介助が不要で、他者とのコミュニケーションが取れ

る者など）であること。 

※ 障がい者の受講については委託先候補者と協議の上決定することとする。 
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３ 訓練会場の設備 

  受講対象者を一般離職者との混合訓練の受講に耐えられる者としているため、委託訓

練の訓練会場設備は、障がい者用でなくても良い。 

 

４ 委託業務に要する経費 

 委託業務に要する経費については、訓練実施経費（委託費）及び就職支援経費（報償

費）を次のとおり支払うものとする。 

（１）委託費の上限 

訓練生１人１月当たり ６０，０００円（外税） 

 （２）訓練実施経費 

訓練実施経費は、次のとおり支払うものとする。 

 

訓練実施経費  ＝  訓練生１人１月当たりの単価  × 訓練生数  × 訓練実施月数  

 

 なお、訓練生が中途退校までに実施した訓練時間数が総訓練時間数に対して８割に

満たない場合は、契約書により定めた１人あたりの委託契約額を総訓練日数（計画日

数）で除して委託日額（円未満切捨て）を算定し、訓練開始日から中途退校日までに

訓練を行った日数（遅刻、早退及び欠席があった日も含む）を乗じることによって算

出された額とする。 

 

（３）就職支援経費 

   就職支援経費は、訓練修了後の安定的な雇用に係る就職者数に応じて支払うものと 

する。 

① 就職支援経費の支給額 

就職者１人当たり２０，０００円（外税） 

② 対象となる就職者 

以下のいずれにも該当する者。 

ア 訓練終了日又は就職のための中退の日の翌日から起算して３か月日以内（以下

「対象期間内」という）に雇用保険の一般被保険者として内定を受けた者若しく

は雇用された者又は雇用保険適用事業主となった者。 

 ただし、対象期間内に、１週間の所定労働時間が２０時間未満であるなど対象 

就職者に該当しない労働条件で就職したものの、同期間内に労働条件の変更が行 

    われたことにより雇用保険の一般被保険者として内定を受けるなどした場合は、 

対象就職者に該当する。 

イ 登録型派遣事業による派遣される場合、対象期間内に派遣先に就業した者。 

ウ 障がい福祉サービス（就労継続支援事業所Ａ型等）に雇用された者でないこ

と。 

 


